




三重県最低賃金

「三重県最低賃金」は、県内の事業場で働くすべての労働者に適用されます。臨時・パート・アルバイトなど雇用形態や年齢を問いません。

また、派遣労働者については、派遣先の地域別最低賃金又は特定（産業別）最低賃金が適用されます。

特定（産業別）最低賃金  （適用業種欄 (E○○○）は日本標準産業分類項目コード）
最低賃金件名 適用業種

（効力発生日） 最低賃金額 （三重県最低賃金が適用される者）

最低賃金

※１ 最低賃金の対象となる賃金
最低賃金の対象となる賃金は、通常の労働時間、労働日に対応する賃金に限られます。
具体的には、実際に支払われる賃金から次の賃金を除外したものが最低賃金の対象になります。

① 精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 ② 時間外、休日及び深夜割増賃金 ③ 臨時に支払われる賃金 ④ １か月を超える期間ごとに支払われる賃金
※２ 最低賃金の減額特例
次に掲げる労働者については、使用者が三重労働局長の許可を受けた時は、減額された額により最低賃金の効力についての規定が適用されます。
① 精神又は身体の障害により著しく労働能力の低い者 ② 試の使用期間中の者 ③ 認定職業訓練を受ける者のうち一定のもの  ④ 軽易な業務に従事する者 ⑤ 断続的労働に従事する者

※３ 「三重県銑鉄鋳物、可鍛鋳鉄、鋳鉄管製造業最低賃金」、「三重県一般機械器具製造業最低賃金」の取り扱いについて

           「最低賃金」についてのお問合せは、三重労働局労働基準部賃金室（電話０５９－２２６－２１０８）又は最寄の労働基準監督署へお願いします。
           三重労働局ホームページ（http://mie-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)、厚生労働省ホームページ（http://www.mhlw.go.jp/)、もご参照ください。

三重県内の最低賃金
三 重 労 働 局
労 働 基 準 監 督 署

７９５円時間額 （平成28年10月1日発効）

なお、特定の産業に該当する事業場で働く労働者には、下表の「特定（産業別）最低賃金」が適用されます。

当産業の最低賃金が適用されない者

三重県ガラス・同製品製造業最低賃金 ⑴  ガラス・同製品製造業(E211)
⑵  ⑴に掲げる産業において管理,補助的経済活動を行う事業所
⑶  純粋持株会社を営む使用者（管理する全子会社を通じての主要な経済
活動が⑴に掲げる産業に分類されるものに限る。）

⑴  18歳未満又は65歳以上の者
⑵  雇い入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの
⑶  清掃、片付けその他これらに準ずる軽易な業務に従事する者（平成28年12月22日）

時間額 ８４４円

三重県洋食器・刃物・手道具・金物類製造業 ⑴  洋食器・刃物・手道具・金物類製造業(E242)
⑵  ⑴に掲げる産業において管理,補助的経済活動を行う事業所
⑶  純粋持株会社を営む使用者（管理する全子会社を通じての主要な経済
活動が⑴に掲げる産業に分類されるものに限る。）

⑴  18歳未満又は65歳以上の者
⑵  雇い入れ後３月未満の者であって、技能習得中のもの
⑶  次に掲げる業務に主として従事する者
 イ  清掃又は片付けの業務
 ロ  書類等の事業場内集配、複写、運搬又は簡易な入力の業務
 ハ  手作業により又は手工具若しくは小型機械を用いて行う包装、袋詰
 め、箱詰め、穴あけ、取付け、検数又は材料 若しくは部品の送給の業務
 （これらの業務のうち、流れ作業の中で行う業務を除く。）

 ニ  塗装若しくはメッキにおけるマスキング又はさび止めの処理の業務

時間額 ８４３円
（平成27年12月20日）

三重県電線・ケーブル製造業最低賃金 ⑴  電線・ケーブル製造業(E234)
⑵  ⑴に掲げる産業において管理,補助的経済活動を行う事業所
⑶  純粋持株会社を営む使用者（管理する全子会社を通じての主要な経済
活動が⑴に掲げる産業に分類されるものに限る。）

⑴  18歳未満又は65歳以上の者
⑵  雇い入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの
⑶  次に掲げる業務に主として従事する者
 イ  清掃、片付けその他これらに準ずる軽易な業務
 ロ  書類等の複写、集配又は簡易な入力業務
 ハ  手作業による軽易な包装、箱詰め又は運搬の業務

（平成28年12月22日）

時間額  ８６４円

三重県電子部品・デバイス・電子回路、 ⑴  電子部品・デバイス・電子回路製造業(E28)
⑵  電気機械器具製造業（電球・電気照明器具製造業、電子応用装置製造業、電気
計測器製造業、その他の電気機械製造業及びこれらの産業において管理,補助的
経済活動を行う事業所を除く。）(E29)

⑶  情報通信機械器具製造業（ビデオ機器製造業、デジタルカメラ製造業、電子
計算機・同附属品装置製造業及びこれらの産業において管理，補助的経済
活動を行う事業所を除く。）(E30)

⑷ 純粋持株会社を営む使用者（管理する全子会社を通じての主要な経済活動が
⑴から⑶までに掲げる産業に分類されるものに限る。）

⑴  18歳未満又は65歳以上の者
⑵  雇い入れ後３月未満の者であって、技能習得中のもの
⑶  次に掲げる業務に主として従事する者
 イ  清掃又は片付けの業務
 ロ  卓上において手工具又は小型動力機を用いて行う組線、巻線、端末処
    理、かしめ、穴あけ、ねじ切り、曲げ、バリ取り、マーク打ち、打抜き又は

  刻印の業務

 ハ  手作業による検品、検数、選別、材料若しくは部品の供給若しくは取り
    そろえ、洗浄、包装、袋詰め、箱詰め、ラベルはり、メッキのマスキング、

    みがき、脱脂、塗油又は運搬の業務

 ニ  書類等の事業場内集配、複写又は運搬の業務
 ホ  賄い又は雑役の業務

電気機械器具、情報通信機械器具製造業

最低賃金

三重県（地域別）と特定（産業別）最低賃金の両方の最低賃金が同時に適用される場合には、高い方の最低賃金額以上の賃金を支払わなければなりません。
従って、「三重県銑鉄鋳物、可鍛鋳鉄、鋳鉄管製造業最低賃金（時間額739円、日額5，907円平成10年12月15日発効）」、「三重県一般機械器具製造業最低賃金（時間額762円平成15年12月
15日発効）」が適用される労働者については、三重県（地域別）最低賃金の金額以上の賃金を支払わなければなりません。

（平成28年12月22日）

時間額 ８５０円

三重県建設機械・鉱山機械製造業、自動車・同附属品 ⑴  建設機械・鉱山機械製造業(E262)のうち建設用ショベルトラック製造業
⑵  自動車・同附属品製造業(E311)
⑶  船舶製造・修理業,舶用機関製造業(E313)
⑷  産業用運搬車両・同部分品・付属品製造業(E315)
⑸  その他の輸送用機械器具製造業(E319)（自転車・同部分品製造業を除く。）
⑹  ⑴から⑸までに掲げる産業において管理,補助的経済活動を行う事業所
⑺  純粋持株会社を営む使用者（管理する全子会社を通じての主要な経済活動が
⑴から⑸までに掲げる産業に分類されるものに限る。）

⑴  18歳未満又は65歳以上の者
⑵  雇い入れ後３月未満の者であって、技能習得中のもの
⑶  次に掲げる業務に主として従事する者
 イ  清掃又は片付けの業務
 ロ  賄いの業務
 ハ  書類等の事業場内集配、複写又は運搬の業務
 ニ  手作業により又は手工具若しくは小型機械を用いて行う包装、袋詰め、
    箱詰め、洗浄、バリ取り、かしめ、穴あけ、取付け、選別、検数又は材料
    若しくは部品の送給、取りそろえの業務（これらの業務のうち、流れ作業

    の中で行う業務を除く。）

 ホ  手作業による簡単なさび落とし、塗装若しくはメッキにおけるマスキング
    又はさび止めの処理の業務

製造業、船舶製造・修理業，舶用機関製造業、産業用

運搬車両・同部分品・附属品製造業、その他の輸送用

機械器具製造業最低賃金

時間額 ８８５円（平成28年12月22日）





 
 
 

 
○従業員が集まらない!! 
 地域の雇用環境が改善するにつれ、「従業員が集まらない、応募がない」と言う企業から

の声が聞こえてきます。 
 平成２８年９月の雇用統計では、有効求人倍率が 1.47 倍、特に倍率の高い津所管内では

1.93 倍と、県下では 79 ヶ月連続して上昇している事が判ります。人手不足感は今までに無

く高まっています。 
 正社員の有効求人倍率は一般より低いものの、0.88 倍と、これも上昇傾向にあり、企業

の将来を担う基幹従業員を確保したい企業は増えています。 
 
 
○ハローワークでの取り組み 
  求人情報を検索するには、ハローワークに求人閲覧専用端末を設置しており、またイン

ターネット経由で求人情報を検索出来る厚生労働省のサイトもあり、求人募集の際の条件

は求職者求人者とも一定確認出来る環境を提供しています。県下のハローワークでは、申

し込みのあった求人に対して、登録のある求職者の中から、能力経験等を精査しながら、

マッチしそうな人をピックアップして求人情報を提供し、併せて職業相談を行い、求人求

職双方を近づけるマッチングを行っています。また、退職して間が無い求職者には積極的

な職業相談を行いながら、早期再就職が出来るよう支援を行っています。 
 求人申し込み後、一定期間内に応募者が無い場合は、同業他社等の求人条件を参考に募

集条件等の修正を検討して、求人の要件を緩和する等の提案を求人者に行います。この外

にも地域の実情の沿った種々のサービスを提供して、企業の要望に応えます。 
 
 
○企業情報の発信手段 
  企業の情報といった、求人以外の情報を発信する手段は企業独自ホームページの公開

が多いのですが、独自 HP を持たない企業もあり、情報発信に悩む企業は少なくないと思

われます。その様な企業を支援し、広く情報発信を行う事を目的に、厚生労働省では平成

25 年から「若者応援宣言企業」とする企業情報（写真有り）を本省 HP に公開して、独自

HP を持たない企業の情報発信の一助としています。昨年 10 月からはこれのプレミア版と

なる「ユースエール認定企業」を設定して、企業の情報発信の強化を支援しています。こ

れは、国の政策課題に合致した取り組みであり、人材確保で悩む企業の方はご一考下さい。

詳細は該当リーフレットをご参照下さい。 

「ユースエール認定企業」になりませんか！ 











労働者のみなさまへ

仕事と介護の両立は大変ですが、仕事を辞めて介護に専念するとさらに大変です。
仕事と介護の両立は、誰もが関わる課題だと認識することが大切です。

仕事と介護はこうやって両立させる！５つのポイント

１ 要支援、要介護家族がいることを職場に伝え、仕事と介護の両立支援制度を利用する。

２ 介護サービスを利用し、自分で「介護をしすぎない」。

３ 地域包括支援センターやケアマネジャーなど専門家に何でも相談する。

４ 日頃から「家族と良好な関係」を築く。

５ 介護を深刻に捉えすぎずに、「自分のための時間を確保」する。

介護離職を防止するための事前準備！6つのポイント

１ 「仕事と介護の両立」を企業が支援するという方針をアピールする。

２ 「介護に直面しても仕事を続ける」という意識の醸成。

３ 企業の「仕事と介護の両立支援制度」の周知。

４ 介護について話しやすい職場風土の醸成。

５ 介護が必要になった場合に相談すべき「地域の窓口」の周知。

６ 親や親族とコミニュケーションをはかっておく必要性のアピール。

仕事と介護はこうやって支援する！6つのポイント

1 「相談窓口」で両立課題を共有する。

2 企業の「仕事と介護の両立支援制度」の手続き等を周知する。

3 働き方を調整する。

4 職場内の理解を醸成する。（「お互いさま意識」を職場全体に浸透）

5 上司や人事による継続的な心身の状態を確認する。

6 社内外のネットワークづくりを支援する。

平成29年1月1日より、改正育児・介護休業法が施行されます。これにより、介護休業等がより取得しやすくな
ります。 しかし、制度の拡充だけでは介護離職問題は解決できません。

介護離職を防止するヒントをご紹介します。

事業主のみなさまへ

三重労働局雇用環境・均等室

両立支援等助成金（介護離職防止支援助成金）のご案内
介護離職防止支援助成金とは・・・次の取組を行い、要件を満たした事業主に支給します。
・仕事と介護の両立支援のための職場環境整備
・実際に介護に直面した労働者の「介護支援プラン」の作成・導入
・介護支援プランに沿って労働者の円滑な介護休業を取得・職場復帰させた場合、または仕事と介護の両立のための介護制度を利用させた場合
※他にも要件があります。
介護支援プランとは・・・介護に直面した労働者の状況・希望を踏まえ、事業主が作成する仕事と介護の両立
のための働き方等についての計画です。

企業における制度・環境整備を支援する情報はこちら

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/ryouritsu/model.html













三重産業保健総合支援センターからのお知らせ 

（１）ストレスチェック制度の導入等に対する個別訪問支援・ストレスチェック制度サポートダイアルの設置 

センター所属のメンタルヘルス対策促進員が事業場を訪問し、ストレスチェックの導入に関する教育を含め、

事業場の状況にあった具体的な支援を実施します。 

また、ストレスチェック制度に係る専門的相談に応じ、解決方法等を助言するためサポートダイアルを設置し

ています。 

電話番号 ０５７０－０３１０５０  ※相談は無料ですが、通話料金がかかります。 

受付時間 平日１０時～１７時 （土日祝１２月２９日～１月３日を除く） 

（２）化学物質のＲＡの実施に関する個別訪問支援 

当センター所属の産業保健相談員（労働者５０人以上規模事業場）又は労働衛生工学専門員（労働者 50人未満

事業場）が事業場を訪問し、ＲＡの実施方法、作業環境管理、作業管理等の作業現場の改善等について、労働衛

生工学の専門家の見地から産業保健支援を行います。 

（３）治療と職業生活の両立に関する個別訪問支援 

治療中の労働者が就労を継続するために、事業場に対する支援を行います。 

お申し込み等は 三重産業保健総合支援センターＨＰ http://www.mies.johas.go.jp/ 電話 059－213－0711 

（４）「各地域産業保健センター」では、労働者 50人未満の事業場に対する支援  

 県内８箇所（桑名、四日市、鈴鹿・亀山、津、松阪、伊勢、伊賀、東紀州）に設けられた各地域産業保健センターでは

○健康診断結果に対する医師の意見聴取、○長時間労働者に対する面接指導、○高ストレス者に対する面接指導、○登録

保健師による保健指導等を実施しています。 

お申し込み等は 各地域産業保健センター（当センターＨＰでご確認ください。）   


